（財）大阪府男女共同参画推進財団
	改革ＰＴ試案
	○廃止（２０年度）
　・事業は相談事業等に重点化

　・実施する事業は府直営とし、必要に応じてＮＰＯに委託

　・施設の管理は民間に一元化

	部局の考え方
部局の考え方
	１　男女共同参画施策の推進について
　○男女共同参画施策の法的背景
・　「男女共同参画社会の実現は21世紀のわが国社会を決定する最重要課題」

（男女共同参画社会基本法　前文）
・　「府は男女共同参画の推進に関する施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する」（大阪府男女共同参画推進条例第４条）

・　「知事は、男女共同参画計画の策定又は変更に当たっては、あらかじめ、大阪府男女共同参画審議会の意見を聴くものとする」（条例第８条）

　

　○危機的な財政状況に鑑み、事業を精査し、再構築する。

　《精査の視点》　　・府と市町村、民間（ＮＰＯ等）との役割分担の精査

・費用対効果

・府民目線での優先順位付け

　【平成20年度事業】

・男女共同参画推進条例の運用、計画の策定・進捗管理

・男女共同参画を推進する事業者の顕彰や取組事例紹介などの事業者支援
・女性に対する暴力への対策としての計画策定

・女性に対する総合的な相談（電話・面接相談）
・ＤＶ、法律、労務等男女共同参画に関わる情報収集・提供

・女性の自立支援、男性や若年者向けの課題解決型で実践的な講座の実施
・企業・市町村向け研修の実施
　

※撤退 
　　　・文化表現事業（女性芸術劇場等）、国際交流事業（海外向け情報誌等）、

ＮＰＯとの協催事業等、補助事業は全部廃止

　　

２　男女共同参画推進財団について
　
○男女共同参画推進財団は、平成６年に、ドーンセンター事業の実施主体として、ドーンセンターの設立と同時期に発足。
○財団は、これまで

・相談カウンセリング事業

・女性の自立支援やワークライフバランスなどの講座企画

・ＤＶ、セクハラ、あるいは活躍している女性の人材等の各種情報の収集・提供

・ＮＰＯの育成・指導等、ＮＰＯとの協催での啓発事業の実施

・市町村センターの職員育成・支援

　の事業を実施し、専門性やノウハウを蓄積してきた。

○これらの財団の専門性やノウハウを今後の男女共同参画社会の実現のために活用することが有用。
○なお、財団への委託事業を府直営で行った場合、財団職員の業務を府職員が代わりに行うことになるだけで、理事長職の削減を除き、直営化による財政的なメリットはない。

以上のことから、廃止については確たるメリットが見出せないので、存続をお願いしたい。

しかしながら、ＰＴの出資法人の見直しの基準を踏まえて、事業推進における透明化、効率化を確保した上で自立化を検討する。
【方向性】
　　22年度から自立化
・府からの人件費等の運営補助は廃止（22年度～）
・指定管理は、契約期間の22年度まで継続して実施
・府の委託事業は、競争入札を経て受託に努める。

・市町村・大学・民間事業者等からの講座事業の受託や文化表現、国際交流、ＮＰＯとの協催などのイベント企画による収益確保に努める。

・寄付等の財源確保に努める。
・財団の組織のスリム化

府職員（３名）の派遣は、20年度限り。　

［ドーンセンター（女性総合センター）について］ 
ドーンセンターについては、多機能化を進める。
○ドーンセンターが、これまで果たしてきた男女共同参画の中核施設としての基本的な機能を維持した上で、青少年会館等の機能を併せもった施設として整備する。

○多機能化後のドーンセンターについて

　・青少年会館の機能を集約

・消費生活センターの移設を検討

・女性相談センターの移設を検討

　・ホール、会議室、相談コーナー

・専門図書、行政資料に絞った情報ライブラリー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等　
［ドーンセンター事業の実績］ （19年度）

○相談事業

・電話相談
3,777件
・面接相談
1,819件
・ＤＶ被害者電話相談
2,270件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　など　　　　　計　　 8,633件

○啓発学習

・男女共同参画担当職員向け研修
・女性関係相談事業担当者向け研修
・企業向け研修
・学校教員向けワークショップ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　など　　　　　計　　　6220人

○情報収集・提供

・ライブラリー来館者数
46,240人
・貸出件数
18,910件
・情報相談件数　
11,413件
　　　　　　　














※ドーンセンター事業費（人件費、施設管理費を除く）


　　平成19年度当初　　　　⇒　　　平成20年度通年


106,756　千円　　　　　　　　　　　54,740　千円





（ＰＴ案による出資法人見直しの基準）


府の施策を代替している法人で、収入の大半が府からの補助金・委託料である法人は、法人を活用するメリットが明確なもの以外は、法人を廃止し、府が事業を実施する。（府と出資法人の関係が府民の目から見てわかりにくいこと、法人事業が府議会からチェックを受けにくいことなどから廃止）
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